




A Consideration of “Beneﬁ t for support to Independence” 
for the People with Mental Retardation
― Based on a Characteristic of “Problems of Living”―
 KIMURA Atsushi
Abstract
　The aim of this study is four points as follows. Those are,
１ To examine and clarify the characteristic of problems in living of people with mental 
retardation , as compared with the other kind of disabilities.
２ To examine and clarify the process for detarmine the beneﬁ t by Law to Support Independence 
of the Persons with Disabilities, and whether it adapt to people with mental retardation.
３ To reexamine the position of social welfare in whole system of social security, to think about 
the way to support for people with mental retardation with getting back a fundamental place.
４ To suggest, as far as possible, a substitute way to measure the degree of hardship of people 
with mental retardation with problems in living, beeing based on examinations and clariﬁ cation 
１～３ mentioned above.
キーワード：自立支援，自閉症，行動障害，SIS（知的障害者支援尺度）
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労 働 問 題 が 発 生
し にく い 仕 組 み
（派生） （派生）
（派生） （派生）
知的障害者に対する「自立支援給付」についての考察 －「生活問題」の特性を踏まえて－（木村　敦）
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する生活問題に最終的に対応する最低生活保障施策としての位置を占めることとなる31）。
　ただし，最終的な最低生活保障施策と言っても，その対応すべき範囲が限定的であるわ
けではない。現代社会において労働問題から派生する生活問題はきわめて多岐にわたりか
つ複雑さをきわめており，本稿の検討課題である知的障害者の生活問題もこの複雑な生活
問題のひとつであるということになる。現代社会における社会福祉は，これらの問題すべ
てに対応する包括的生活保障施策としてのもうひとつの重要な側面を有する。
　自立支援法が社会福祉制度の一であるとするならば，それが担うべきは障害者の生活問
題への対応であり，労働問題そのものへの対応ではなく，ましてや雇用保障ではない。本
法に基づいて行われる「就労支援」は本来社会福祉ではなく社会政策の範疇で検討される
べき課題であり32），企業の障害者雇用を促すための施策は本来経済政策の範疇で検討され
るべき問題である。自立支援法が担当すべきは，本稿の課題にそくして言うと知的障害者
の生活問題とそれに対して行われるべき支援の内容・質・分量とを科学的に測定し，その
支援の公的機関（最終的には国）の責任と費用負担とによる保障である。そして現在の認
定審査の手続きによっては，その科学的測定と支援の保障は行われ得ないのである。では，
どのような方法で測定することがより科学的なのであろうか。
⑵　いわゆる「三障害」すべてに同じ尺度を用いることの問題
　前述のように，自立支援法上の障害程度区分の認定に用いられる項目は，基本的には介
護保険法上の要介護認定に用いられるそれを流用したものである。そしてそれに自立支援
法独自の項目を追加しているが，それらも障害者の身体状況に関する項目（前述の「Ｂ１
項目群」）中心であり，結果として，「身体障害者支援の視点・尺度により知的障害・精神
障害に対応しようとして，各障害種別の特性を無視する結果となっている」33）という批
判を呼ぶこととなった。そのような批判を予測してか，知的障害者の障害特性を一応配慮
したかと思われる項目（前述の「Ｂ２項目群」）が当初より設定されているが，これらは
「若干の変更を加えるための追加事項」34）に過ぎず，さらには，そのことがかえって，い
わゆる反社会的行動をとることが少ない知的障害者が相対的に低い障害程度で認定される
ことにつながっているのである。
31）三塚，p.134，林・安井編著，p. ４。
32）木村，p.126。
33）柴田，p.14。
34）寺田，p.130。
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⑶　改善案
　上述の問題点を改善するためには，まず，いわゆる三障害それぞれに適する独立した障
害程度区分を用いるべきであろう35）。知的障害者については，「知的障害者支援尺度」（SIS）
という，知的障害者に対する支援度に関する尺度が採用されるべきとの見解がある。SIS
は，「国際生活機能分類」（ICF，WHO〔世界保健機関〕が2002年に発表）を前提としな
がら「米国知的発達障害協会」が2004年に作成した知的障害者に対する支援度に関する尺
度である36）。
　SIS で用いられる項目は，まず，「家庭生活活動」「地域生活活動」「生涯学習活動」「作
業・生産活動・雇用に関する活動」「健康と安全に関する活動，歩行と移動」「社会的活
動」「保護と権利擁護活動」「行動面の課題」「特別な医療」「意思疎通」の10項目に大別さ
れる。そして障害当事者に対して行われる調査によって，それぞれの項目に関してどのよ
うな支援がどの程度必要であるかが測定される37）。知的障害者にとって「程度区分」の認
定が必要であるとするならば，たとえばこのような，社会生活を困難にしているものは何
であってどのような支援がその困難を軽減することとなるか，という点に着目した項目設
定によって，障害程度区分と言うよりはむしろ「支援度区分」38）の認定が行われるべき
であると考える。
おわりに
　多くの知的障害者が，コミュニケーション上の問題を抱え，障害による行動特性を社会
に理解されず，「生きづらい」状態にあるという，生活問題を抱えている。そしてそれ以前に，
自らを雇用に結びつけることができず，経済的自立を果たせずにいる。つまり，行動特性
についての社会の側からの無理解と雇用の欠落とが負の循環系を構成しているのである。
この状況下に自立支援法が制定され，「就労支援」がそのひとつの中核とされた。本稿に
おいては，自立支援法がこの「生きづらい」状況を改善し知的障害者を雇用へと誘導する
ことができるのかどうかについて検討した。結果，障害認定の手続きが知的障害者の生活
特性・実態とあまりにもかけ離れたものであることが一定程度明らかになったと思う。そ
して，「自立支援給付」というのであれば，その自立を阻む要因を，知的障害者の行動そ
35）柴田，p.16。
36）柴田，p.17。
37）柴田，pp.17-18。
38）柴田，p.16。
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の他の特性に適合した方法で測定しなければならないという点も一定程度明らかになった
かと思う。ではどのような方法が科学的であるのかという点については，SIS が重要な示
唆を与えるものであるかについて論じた。しかしながら SIS はアメリカで考案された尺度
であり，日本の社会状況に必ずしも完全に適合するものではないかもしれない。今後これ
を基本としながら，日本の知的障害者の「支援度」を計測するための科学的方法について
さらに検討することとしたい。
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